
社会資本整備審議会産業分科会 第２４回不動産部会 

平成２１年９月１５日 

 

 

【海堀不動産業課長】  それでは定刻となりましたので、ただいまから社会資本整備審

議会産業分科会、第２４回の不動産部会を開催させていただきます。委員の皆様方には大

変ご多忙中のところお集まりいただきまして、まことにありがとうございます。事務局と

して進行を務めさせていただきます不動産業課長の海堀でございます。どうかよろしくお

願い申し上げます。 

 議事に先立ちまして、当部会に新たに専門委員として参加していただきました三好修委

員をご紹介させていただきます。三好専門委員は、財団法人日本賃貸住宅管理協会の会長

をお務めであり、現在本部会でご議論いただいております賃貸不動産の管理の実態、実務

に熟知されておられます。本日以降ご議論に加わっていただきたいと考えております。ど

うかよろしくお願い申し上げます。 

【三好委員】  三好でございます。よろしくお願いします。 

【海堀不動産業課長】  それでは、お手元に配付しております資料の確認をお願いした

いと存じます。一番上に議事次第、座席表、資料１としまして委員名簿、それから資料２

－１として、「賃貸不動産管理に関する制度的枠組みの方向性について」というＡ４の縦長

のもの、資料２－２としてパワーポイントでその参考資料をご用意させていただいており

ます。それから、資料３－１で「不動産トラブルにおける簡易・迅速な紛争解決に向けた

方策について」というＡ４縦長の資料と、それから１枚紙でございますが、Ａ４横長の解

決の仕組みイメージ図というもの。参考資料としまして、資料３－３「不動産トラブルに

おける簡易・迅速な紛争解決に向けた方策について」の参考資料。そして資料４といたし

まして、今後の審議予定案をご用意させていただいております。なお、市川委員からお手

元に資料を配付していただいておりますので、それももし落丁等あればご連絡いただけれ

ばと思います。以上でございますが、欠落等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、定足数に達する委員のご出席をいただくことになりましたので、社会資本整

備審議会令第９条の規定によりまして、本部会が成立していることをご報告申し上げます。

それでは、議事に入らせていただきたいと存じます。平井部会長、どうぞよろしくお願い

申し上げます。 
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【平井部会長】  部会長の平井でございます。ご多忙中のところお集まりいただきまし

て大変ありがとうございました。また、本日から審議に加わっていただきます三好委員、

ご苦労さまでございますが、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 それでは、お手元の議事次第をお開きいただきます。ここにありますように、今日の議

題は２つございます。１点目はこれまで数回にわたりまして議論をしていただきました賃

貸不動産管理に関する制度でございます。「制度的枠組みの方向性」という議題がついてお

ります。審議事項の２は、不動産トラブルにおける簡易・迅速な紛争解決に向けた方策で

ございます。この２点目は性格がやや違っております。第１のほうは、これまでの議論の

延長でございますが、第２のほうは今日新しく出ました議題で、不動産一般に関するもの

でございます。したがいまして、審議事項の１と２は区別をいたしまして個別に議論をし

たいと思います。そして審議事項の１にはやや具体化された論点が出ておりますので、そ

れにとらわれる必要はありませんけれども、その点を中心にご議論をいただければと思い

ます。審議事項の２は、今日初めてということもございますので、一種のフリーディスカ

ッションという形で議論を進めてまいりたいと存じます。 

 それでは事務局から資料の説明をお願いいたします。 

【海堀不動産業課長】  それでは事務局から資料のご説明をさせていただきたいと思い

ます。お手元にこの資料２－１、資料２－２、これら両方を参照しながら説明をさせてい

ただきたいと思います。縦長の資料をごらんください。 

 １番、新制度の概要ということで、前部会で示された方向性、一つのたたき台を出させ

ていただきました。その確認ということで、冒頭３行に記述させていただいております。

賃貸不動産管理業の業務の明確化、適正な業務の実施を担保するため、賃貸不動産管理業

に登録制度を設け、登録事業者の不適切な行為を排除するための行為規制を行うなどの措

置を講ずるということで、以下では対象はいろいろこれからご議論があろうかと思います

が、賃貸住宅管理を念頭に置いてご議論いただければと思っているところでございます。 

 それでは、まず２の検討項目に入らせていただきます。（１）対象の範囲ということでご

ざいます。お手元の横長の資料の２－２の２ページをお開きいただければと思います。両

方を見ながらご説明をさせていただきます。２の（１）の①で対象の範囲ということでご

ざいますが、今回登録の対象の範囲としては、基幹業務として賃料等の収集、契約更新の

業務、それから解約の業務を位置づけて、これらを行う事業者を賃貸不動産管理の登録の

対象にしてはどうかということでございます。横長の表の例の１というところに書いてご
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ざいますが、賃貸不動産管理を貸主から委託を受ける事業者Ａ。ここを赤い点線で囲って

おります。この点を登録の対象として考えてはどうかというものでございます。右のほう

に基幹業務ということで枠囲いをさせていただいておりますが、賃料の収集に関する事務、

契約の更新に関する業務、それから解約の業務ということで、具体的なイメージを書かせ

ていただいております。これらの業務を行う人について登録制度をやってはどうか、登録

をしてもらってはどうかということでございます。 

 縦長のほうに戻っていただきまして、②でございます。賃貸人から委託を受けて管理業

務を行う典型的な管理会社のみならず、管理会社からの委託を受けて一部業務を委託して

いる事業者も含めることが必要ではないかということでございます。例２、例３を見てい

ただければと思います。例２でございますが、これは貸主から例えば借家人募集とか、清

掃業務とか、賃料収受、解約とかそれぞれ別の事業者が受託している場合にこの基幹業務

を行っている事業者についてのみ登録を求めてはどうかと。非常に重要な行為をやってい

る人だけの登録制度ということにしてはどうかということで、この場合は事業者のＣを

点々で囲ませていただいております。それから、今、読み上げました一部業務委託の例が

例３でございますが、貸主から事業者Ａがまず委託を受けておりまして、その後賃料収受

業務については事業者Ｅに、清掃業務については事業者Ｄに再委託をしているという場合、

このＡとＥについて登録を受けてもらうということにしてはどうかということでございま

す。これらがまず賃貸管理の登録の対象範囲の基本的なところでございます。 

 次に、縦長の表に戻っていただきまして、③でございます。不動産を借り上げて、転貸

するサブリース業についてでございますが、これらについては契約形態は管理会社の場合

と異なりますが、業務内容について見ると管理業務と一致するものが多いということから

登録の対象とすることが適当ではないかと。サブリースについては後にご説明をさせてい

ただく賃貸事業、みずからのものを賃貸するという場合と比較しても人の不動産を転貸し

ているということで、やはり管理業と同じように適正な業務の執行が求められるのではな

いかということです。下のほうに例４ということで、貸主から賃貸借で借り受けた物件を

さらに転貸するサブリース業者のところに赤の点々を書かせていただいております。サブ

リースについては、その次の３ページに具体的な状況をお示しさせていただいております。

サブリース事業の実施状況でございますが、総じて２割から７割程度の方々が実施されて

いる。日管協、いわゆる日本賃貸住宅管理協会にあっては、６７％とわりと大きなところ

がご参加されているので、こういう状況になっています。サブリース事業全体も資本金が
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いわゆる１,０００万円以上の事業者も結構いらっしゃるということで、大規模に行われて

いると。下のほうの枠囲みをごらんいただきますと、賃貸住宅管理戸数上位８００社に関

するデータをチェックしたところ、その８００社で５３０万戸の賃貸住宅を管理されてい

ますが、そのうち１５５万戸、約３割がサブリースの形態で賃貸がされているということ

でございます。またサブリースを行っている事業者は８００社のうち４６２社あるという

ことで、最大戸数３６万戸という事業者もいらっしゃるという中で、賃貸管理業と同じよ

うにこのサブリースについて対象にしてはどうかというものでございます。２の（２）で、

具体的なトラブル事例を書かせていただいておりますが、これは賃貸管理と同じようなト

ラブルが発生しておりまして、退去時の精算に伴うトラブル、あるいは賃料取り立てに伴

うトラブル、あるいは家賃収受についての保証についてのトラブルなどが管理と同じよう

に見受けられるということから、これらについては同じように登録の対象にしてはどうか

ということが③でございます。 

 それでは縦長のほうに戻っていただきまして、縦長の④でございます。みずから所有す

る物件を賃貸する賃貸業についても、やはり管理会社と同様、賃料の収受等の業務が、当

然自分の物件でございますが、想定されます。ただ、この賃貸業を占める大部分の事業者

の方は零細な個人経営者でございますので、これらについてほんとうに登録制度を設けて

その業務を監督することが妥当かどうかということでございます。こういったものについ

ては、なかなか規制が困難なのではないかと考えているところでございます。登録制度が

設けられなくても賃貸業者による不正な行為を排除するという一般的な行為規制といった

ものは別途検討することができるし、することが必要なのではないかということを④に書

かせていただいているということでございます。 

 それから⑤でございます。これは、今回のこの問題の発端となっている追い出しなどの

悪質な行為への対応でございますが、これらについては管理業とは異なるどのような名称

を用いる事業者であっても賃料の督促等を行う行為、督促のためにかぎを交換するような

行為等を行う者については、これらの行為を管理業の一環としてとらえて、登録の対象に

するということが考えられるのではないかということでございます。なお、この追い出し

行為などへの対応については現在住宅宅地分科会の民間賃貸住宅部会においても議論され

ておりますので、この辺とも今後整合性をとって制度の構築をしていきたいと思っている

ところでございます。以上が１枚目でございます。 

 これが事業となる対象の範囲でございますが、（２）として登録制度というものについて
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どのように考えるかというものでございます。事業者の登録に当たっては、これはいろい

ろな法令で登録制度が設けられておりますが、基本としては宅地建物取引業者の免許基準

あるいはマンション管理業者の登録拒否の要件などを念頭に人的要件などの登録要件を考

えてはどうかということでございます。横長資料の５ページをお開きいただければと思い

ます。５ページは、およそ登録という形でどのような制度があるか、無登録業者について

の罰則を設けているものを列記させていただいておりますが、我々不動産に関係するもの

としては下から３つ目にマンションの管理の適正化の推進に関する法律でマンション管理

業が現在登録制度になっております。６ページをごらんいただきますと、免許登録の要件

ということで、左にマン管法、それから右のほうに宅建業法を書かせていただいておりま

す。それぞれ法人、個人が免許登録を受ける際の人的要件。当然破産者ではないとか、あ

るいは登録免許の取り消し等から一定期間を経過していない者を排除するといったものが

書かれております。また、業務停止や一定の刑の処分に処せられた者についての排除。そ

れから、行為能力を有しない者などを規制しております。いわゆる法人の場合には当該法

人の役員、または宅建業法の場合には政令で定める使用人ということで、支店長、あるい

は１００分の５以上の株式を持つ者についてもこの人的要件でチェックをするということ

が行われております。また。マンション管理に関しては財産的要件、一定の財産的基礎を

要件に設けているというのが例としてございます。この辺を念頭に置きながら一定の要件

を設けていくことが妥当なのではないかということでございます。 

 それから、登録制度の（２）の②でございます。管理業に従事する事業者の資質確保を

図るために事業者団体により取り組みを進められている任意の資格制度がございます。こ

れらの法制化についてどう考えるかということでございます。これは、前回のたたき台イ

メージでも基本的には今回法制化の要件の対象の外において考えてはどうかということで

ございます。資料については、この横長の表のちょっと後ろになりますが、１２ページを

お開きいただければと思います。３の（４）有資格者の設置義務の事例ということで、マ

ンション管理業者それから宅建業者についての有資格者の設置義務について記載をさせて

いただいております。マンション管理業者については管理業務主任者という資格制度がご

ざいまして、３０管理組合ごとに１人の主任者を置くということが登録の要件として義務

づけられております。宅建業者の場合には事務所には従事者の５名に１名以上の割合で宅

建主任者を置く。また、契約行為を締結する現地案内所みたいなところでも、その案内所

を開設する場合には少なくとも１人の有資格者を置くということが法律上義務づけられて
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おるということでございます。下のほうには試験制度とか、あるいは登録制度の概要を書

かせていただいております。 

 今回これらについては、なるべく規制を簡素にするということで対象にしていませんが、

次の１３ページをお開きいただきますと、現在、賃貸不動産管理に関する業界団体での自

主的な資格制度として既にこういったものが設けられております。賃貸不動産経営管理士

ということで、既に１万５,０００人弱の方々が登録を受けられておりまして、これらは関

係する４つの団体で運営をされております。対象とする業務としては、この賃貸不動産管

理、一般についての企画から始まり、その運営あるいは長期保全、最終的な経営相談等ま

で含めた業務についての資質を設けた方を登録という形にしております。２つ目のビル経

営管理士は商業ビルを中心に日本ビルヂング経営センターで行われているもの。３番目の

財団法人不動産流通近代化センターではコンサルティング業務ということで賃貸不動産有

効活用といった資格制度。あるいは不動産証券化協会では認定マスターということで、投

資用不動産についての一定賃貸管理、具体的なプロパティーマネジメントからアセットマ

ネジメント全体に対してのこういう資格制度を設けておりまして、これらについて現在運

用が行われているということでございます。今回はこういったものをあえて法制化せず任

意の制度として置きつつ、最低限の行為規制をかけていくことでどうかということで、提

案させていただいたものが（２）でございます。 

 次に（３）、これは賃貸不動産管理についての行為規制でございます。①としましては、

賃借人の利益保護のための行為規制ということで、賃借人の生活の平穏を害するような取

り立て行為その他、利益保護に欠ける行為を禁止することが必要なのではないかというこ

とが①です。②として賃貸人、貸すほうの利益保護のための行為規制ということで、当然

貸す側との委託契約は当然のことながら加えて賃料の預り金の分別、契約の締結に当たっ

ての重要事項説明、書面交付などの義務づけが必要なのではないかということを書かせて

いただいております。具体的には、横長の資料の７ページをお開きいただければと思いま

す。７ページについてでございますが、これはマンション管理のマン管法。マンション管

理業者に対する行為規制と、宅建業者に関する行為規制を書かせていただいております。

大きな行為規制として当然のことながら登録免許制度を設けたことに伴って無許可等に対

する禁止の規定が上のほうに枠で囲わせていただいております。それから、下のほうは業

務に関する規定ということで、業務処理の原則から始まって、さまざまな業務規程を書か

せていただいております。宅建業法のほうは右のほうに通常の管理業務のほか、不動産取

 -6-



引に係る特別な行為規制も書かせていただいています。 

 具体的な今後の検討として我々が考えているものの基本的なところとして、８ページ以

降にイメージを挙げさせていただいております。１つは取り立て行為等に関する規制とい

うことでございまして、これらについては既に貸金業法あるいはサービサー法などにおい

て一定の規制の例が見られます。貸金業法においては債権の取り立てに当たって貸金業法

２１条で一定の行為をしてはいけないと書かれております。①、②、③、④とありまして、

例えば不適当な時間に電話、ファクス、居宅訪問をしないとか、あるいは勤務先にそうい

った正当な理由なく押しかけないとか、あるいは退去をお願いしてもそこに居座るという

ことをしないとか、あるいは張り紙等の行為をしないなどの規制が既に実施されておりま

す。またサービサー法についてはその債権回収に当たって、当然のことながら暴力団等を

補助者として使わないとか、あるいは不正な手段を用いない、あるいは一定の特定金銭債

権に係る弁済資金を調達することを別途貸金業から借りることを要求しないとか、あるい

は密接な関係者、親族等に代理弁済をみだりに要求しないということが掲げられておりま

す。こういったことを念頭に置いて、一定の行為規制をかけてはどうかということでござ

います。 

 それから次に９ページ目をお開きいただければと思います。相手方の保護に欠ける行為

の禁止例ということで、貸す方に対しても、管理業者が一定守らなければいけないのでは

ないのかということで、先ほどと同じように、相手方を威迫するという行為は当然でござ

いますが、２の（１）から始まるところについては正常な意思で契約を締結することを阻

害するような行為を禁止しております。これは宅建業法の４７条の２、どちらかというと

投資物件等を念頭に置いた規制強化の際に設けられた規定でございます。①では、宅地建

物の目的物について、将来の交通環境等の利便性を誤解させるような断定的な判断を提供

すること。将来○○線ができて、早くなりますよと。まだ計画が実行の実現性が非常に乏

しい中でそういった誤解を与えるようなことを言うこと。あるいは②で正当な理由なくす

ぐ契約しなさいということを言って、冷静な判断を拒むような行為。それから３番目とし

て長時間の電話勧誘などで生活の平穏を害するような行為ということです。それから（２）

では、申し込み撤回について拒否をするとかあるいは（３）で手つけ放棄の解除について

の拒むような行為も法律上の禁止行為として掲げております。借りる場合、貸す場合でも

こういった行為については一定禁止をしなければいけないのではないかということで、参

考に書かせていただいております。 
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 次に預り金の分別管理ということで、これはマンション管理法について今規定している

条文でございますが、マンション管理業者は自己の資産と管理組合からの財産を分別して

管理するということで、①、②、③と一定の支払い等がありますので、まとめて支払う手

間があることから、収納口座と保管口座などを設ける例など３タイプに分かれております

が、財産を分けて区分して管理をするということが規制として位置づけられているという

ことでございます。 

 １０ページでございますが、これは宅建業法などと同様でございますが、管理業務を受

託する際には契約前に一定重要な事項について説明をさせるとともに契約締結時には書面

を交付するということを１０ページ、１１ページに記載をさせていただいておりまして、

こういったことも念頭に置きながら規定をしてはどうかということでございます。 

 縦長のほうに戻っていただきまして、②の２段落目からでございますが、上記の重要事

項、書面の交付の義務づけについては特にサブリース業者と原賃貸人の間での契約につい

ても特に賃料改定をめぐる紛争トラブル、これは当初各サブリースの物件を月幾らで借り

受けるということを契約してもその後の事情の変更によって借地借家法の規定で賃料の減

額請求ができるということが既に最高裁の判例でも確定している中で、そういったことを

十分事前に説明することが必要なのではないかということで、こういったトラブル防止に

ついてもこの重要事項説明や書面交付が一定効果があるのではないかということを書かせ

ていただいております。 

 その他、帳簿の備えつけ、標識の掲示など通常の登録制度、監督諸業務などの実施に必

要な事項などについても今後他の例を見て義務づけることが必要なのではないかというの

が行為規制の概要でございます。 

 それから４番目でございますが、これは後ほど２つ目のテーマでさらに詳しいお話をさ

せていただきますが、苦情処理、紛争処理についても体制整備をしていくべきではないか

ということで、原状回復を中心にこの問題がありますが、自主的な取り組み、迅速・簡易

な紛争の解決手段、行政庁の指導・監督など、総合的な体制整備を今後考えていくという

ことでございますが、これらは賃貸管理だけを取り出して議論するのではなく、不動産全

体のトラブルを考える中であわせて整理することでいかがかということで書かせていただ

いております。 

 ５番目でございます。こういった行為規制、市場のルールの実効性確保が、法律を規定

しても行われなければ何ら意味がないということでございます。（５）の①で、それを行う
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手段として、基本的にはａでございますが、当然自主的な規制。それからｂとして、こう

いった法律に基づく行政庁による措置。それからｃとして行政罰の違反を直接処罰する。

この３つのタイプがあろうかと思いますが、これらについては３つの方法のいずれもとり

得るような制度設計を行って、状況に応じた適切な対応が選択できる制度を構築していく

ことが重要ではないかということでございます。 

 通常の事業者に対する処分等、是正措置については、ａとｂの措置を自主的な取り組み

と行政調査あるいは行政措置を活用することで対応する。他方、非常に悪質な刑法犯にも

該当するような行為を行う事業者に対しては、行政庁が警察と連携して直接行政罰などに

対応できるような方策も別途とれるように制度設計をしておくことが必要なのではないか

ということでございます。 

 これらについては、横長資料の１４ページをお開きいただければと思います。これは我々

のほうで所管しておりませんが、不動産の関係でいわゆる広告等に対する自主規制の団体

として、不動産公正取引協議会がございます。これは、表景法に基づいて対応させたもの

でございますが、２０年度約３００件程度のこういった自主的な措置がとられているとい

うのを１４ページに書かせていただいております。それから１５ページでございますが、

現行の宅建業法において行政処分を行っている例、それに至らない勧告等を行っている例

が年間約１,０００件程度ございますし、それらと並行して警察による検挙についても年間

数十件のオーダーで実施しているといったことをあわせて実施していくことができるよう

な制度構築が必要なのではないかということでございます。 

 ６といたしまして、その他でございますが、これは今後制度構築に当たって、なるべく

円滑な制度運営を図るという観点で既に宅地建物取引業者の免許を持っている事業者につ

いては、そういった免許情報を有効活用して一定の登録を届け出でかえるような仕組みを

設けることについては検討してはどうかと。これはマンション管理業者でも既に登録を受

けておりますので、そういったものの活用を考えてはどうかということで、①に書かせて

いただいております。現行、宅建業法におきましても、信託銀行については宅建業法の免

許なく届け出で宅建業が営めるという仕組みが既に宅建業法でも設けられておりますが、

こういったことを参考にしながらこういった円滑な措置を考えてはどうかということが①

です。 

 ②でございますが、事業者の監督・指導については、既存の行政庁の体制を有効活用す

るという観点での制度構築をしてはどうかということでございます。この宅建業は現在国
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土交通省から各都道府県知事において法律の施行を行っていただいております。こういっ

た体制を有効活用することをどう考えるかということでございます。３番目に、こういっ

た新たな賃貸管理の制度を設けることに伴って、例えば宅建業の賃貸の仲介をするときに

も一定重要事項説明などの内容について、法律が変わったことに伴う所要の改正等が必要

になろうかと思いますので、こういったことについてもあわせて検討していくことを③に

書かせていただいているということでございます。以上で制度的枠組みの概略説明を終わ

らせていただきました。 

【平井部会長】  ただいま、第１の議題についてご説明いただきましたが、これについ

てご意見、ご質問等ございましたら、自由にご発言をお願いしたいと思います。具体的な

問題に触れた場合には、資料２－１の検討項目のどの点について自分の意見を述べている

かということをお示しいただけますと整理の上でありがたいと思います。どうぞ。市川委

員。 

【市川委員】  大変僭越ではございますが、この資料２－１をいただきまして、ざっと

ではございましたが確認をさせていただきましたが、なかなか広範囲にわたるものですか

ら書面をもって確認をさせていただくという作業、よろしゅうございますでしょうか、部

会長。 

【平井部会長】  どうぞ。 

【市川委員】  お手元の私ども全宅連の資料として、２－１についてということで確認

事項でございます。これは、いただきました方向性についてというところの検討項目に沿

って、確認事項として挙げさせていただいております。まず第１に２の（１）でございま

す。対象範囲ということがございます。この中に①のところに基幹事務が賃料等の徴収、

契約更新業務、それから解約業務と、この３つがあるわけでございますが、これはたしか

７月の部会のときに、この中にもう１つ運営・調整業務と。苦情等の受け付けとか、役所

への届け出代行だとかいったものが運営・調整業務としてたしか入っていたと認識をして

おるものですから、これがまず第１点。ここを抜かれたということに関しての確認をさせ

ていただくということと、この３つの業務すべてが登録の対象となるのか、あるいはこの

１つ１つの３業務のいずれか行う場合においても、この基幹の中での登録業務になるのか

がこの（１）の①の部分での確認とさせていただきます。 

 それから、②の管理会社からの委託を受けて、一部業務を受託している事業者も含める

ということで、先ほど別紙のＰ２のＥにございました収納代行業者ですとか、家賃債務保
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証会社もこの管理会社に入れるというご発想、ご発言がご説明の中でございましたが、こ

の辺についてもう少し踏み込んだご回答をいただきたいなということでございます。それ

から、登録の対象業者としてこの家賃収納代行等を入れていくことによって、非常に幅が

広がってしまって、これは本来ですと管理会社から委託をする業務の分散化された業務の

はずであるわけでございますので、その辺の認識、確認等もちょうだいできればというこ

とでございます。 

 また、サブリースにつきましてはご説明をいただきましたように位置づけが必要かと私

どもも考えております。 

 それから（１）の④。賃貸業というのは、さまざまな規模があるわけでございます。あ

るいは地域によって違いも出てくるということでございますから、詳細なところで仕分け

をしていかないと、なかなかここの部分を一律で議論をするということが難しくなるので

はないかということで、４項目ほどこういう形で、確認事項として挙げさせていただいた

ものが個人での小規模の家主。それから、これは税法等で青色申告等で個人が行う場合に

おいての事業として認識をされている５棟１０室のあたりを例にして、大規模であるのか、

小規模であるのかの種別をしたらどうかということと、法人がする場合は管理業者の場合

と管理業者以外の場合ということが、貸主として挙げられるのではないかというところで

この４項目を挙げさせていただきました。 

 それから１ページ目の⑤。悪質な行為への対応ということでございますが、これはそも

そも督促をだれが行うかというところから入っていかなければならないということで、滞

納賃料の督促あるいは督促そのもの自体は家主みずからが行うか、あるいは家主から委託

を受けた管理業者が行うべきであると認識をいたしております。現在、訴訟等におきまし

て、家賃の債務保証会社が行う悪質な行為として大変世間で、騒がれている部分がござい

ます。しかし、そもそも論でいきますと、全く不法行為として取り扱いをしていく。要す

るに管理という部分ではなくて、行為そのもの自体が例えばロックアウトをしてしまうと

か、その他について不法な行為があった場合においては、先ほどの説明の中での取引その

もの自体の行為というよりも、行っている行為そのもの自体が不法行為ということですか

ら、貸金業法等の取引行為等の規制を参考にするということで、資料の８ページで今ご説

明がございましたから、そのような形の中で検討されるべきなのかなと思います。 

 ロの督促行為と弁護士法、これは専門的立場で三好委員がいらっしゃいますから、この

部分は常にご議論の対象になるんではないかなと思いますが、管理業者が督促等を行うと、
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弁護士法との関係を指摘されるということでございます。これも、住宅宅地分科会の第３

回の民間賃貸住宅部会の資料がございまして、この２１年５月１２日に開催をされた、こ

れは日管協さんの資料の中からの抜粋だと認識しておるんですが、全体で１,０００件の滞

納発生があった場合、その９割が１カ月間で回収をしている。その後、分割払いあるいは

解約等に応じずに訴訟となるケースは３件という資料がございました。これを見ていきま

すと、一定の業務までは管理業者は迅速に行わなければならないということが明確にあら

われているのではないかとことと、対応すべく何らかの処置が必要ではないかなと。ある

いは登録業者が行える監督行為の中に明文化、明確化するべきではないかなということが

ございます。 

 （２）の登録制度についてでありますが、②の既存資格制度の充実・活用、資格者制度

の法制化ということに当たりましては、やはり既存の資格制度、先ほど自主管理というこ

とがございましたので、やはりこの既存資格制度は自主管理のところから始めないとなか

なか法規制の中で資格者を育成していくことは難しいということがございますから、その

辺について要望させていただきました。 

 また、（３）の管理業者の行為規制という中で、預り金の分別管理をもう少し具体的なイ

メージとしてご提示をしていただきたいと考えておるわけでございます。マン管法のとこ

ろでお話がございましたが、預り金の分別管理をきちんと行うためにはマン管法の参照と

いうことでございました。そのような形で処理をさせていっていただければありがたいな

と思います。 

 （６）のその他のところで、宅建業者が登録を行う場合においては、登録にかえて届け

出制とするということで、これは非常にありがたいのは、宅建業との延長で管理業を行っ

ているという現実を踏まえていきますと、登録という一つの制度で登録の制度に値しない

ということになってしまいますと、当然社会的な問題としてあとあと残ってくるわけでご

ざいますから、現在の宅建業者につきましては、届け出制にしてスムーズに移行できるよ

うに考えていただくことは大変ありがたいと思っております。以上、気がついたところを

書面にさせていただきました。よろしくお願いいたします。 

【平井部会長】  どうも詳細なご意見をありがとうございました。これ自体議論の対象

となるべき事項もございますが、このペーパーを書いていただきました事務局の基本的な

考え方みたいなものがありましたら、それをまずおっしゃっていただいて議論したいと思

います。 
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【海堀不動産業課長】  今、いただいた市川委員の資料に基づいて、基本的方向性は一

緒なことと、あと補足して説明させていただくことを上のほうからやらせていただきたい

と思います。 

 ①の基幹業務の範囲でございますが、今回特に行為規制のイメージを持っていただくた

めに、貸金業等の他法令をチェックさせていただいた中で、賃料の収受、それから契約の

更新・解約について、そういった法律上のチェックが必要なものがあるかなということで、

そこを今回の提案にさせていただいております。前回部会で提案させていただいた運営・

調整業務、ここは先ほど市川委員からお話しありました行政への手続の代行とか、空室の

管理とか、入居の立ち会いとかということなんですが、どちらかというと事実行為が多い

中で法律上どう取り扱うかと。この業務が非常に管理業として重要な行為であるというこ

とであれば、それらについて一定の行為規制をかけて法律で担保することも今後重要だと

思いますので、それについては委員の先生方にご議論いただければと思っているところで

ございます。 

 それから、④のみずから賃貸する部分についてでございます。ここは先ほど市川委員か

ら青色申告の話もございましたが、なかなか事業者としての規制をかけるについて、自分

の持っている物件を賃貸するということについては、すごくハードルが高いかなと思って

います。と申しますのは、法人所有のものでも社宅があり、あるいは個人でも親類縁者な

どに貸すケースなど、形態が非常に多様になるということで、一律に議論するのは難しい

ということです。一定の行為規制をかけるのであれば、規模が相当大きいものということ

で、この５棟１０室がいいのかどうか、大規模をどうとらえるかということについて、委

員の先生方にご議論いただければ非常にありがたいと思っております。 

 それから、督促について、一定の不法行為は当然これは刑法等他の法令にお任せすると

いうことで、これから考えていきたいと思っておりますし、督促行為についても、これは

いただいている参考資料の２についてありますように、やはり法律上訴訟になる前にうっ

かりミスや、管理業者が一定の行為をすることで解決ができるような案件については現状

と同様、事業者が適切に行うということを法律上担保できるような措置を何らかの形で設

けていきたいと思っております。 

 登録制度の資格化については、先ほど申したとおりでございますので、皆様委員の先生

方にご議論をいただければと思います。 

 あと預り金の分別管理の具体的なイメージでございますが、これはマン管法の例を挙げ
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させていただいておりますが、このマンション管理についての預り金処理については省令

改正を行って、現在、標準マンション管理委託契約書の内容も変更して、より詳細な分別

管理の徹底を今並行して進めているところでございますので、それをベースに我々今後賃

貸管理の場合にも行っていければと思っているところでございます。以上、いただいた資

料に対する現状でございます。 

【平井部会長】  ありがとうございました。それでは、今の内容も踏まえて、ご意見、

ご質問いただければと思います。どうぞ。中川委員。 

【中川委員】  質問になるんですけれども、どこまで射程の範囲にするかということで、

今ご提示いただいているのが管理業という家主の方から委託を受けて、こういう基幹業務

をやっていくという人をメーンに考えて、サブリースも事務局の原案としては含めると。

それから、賃貸業をみずから行う人については、一応ご提案があるけれども、事務局の今

のご提案としては、なかなか実態上難しいのではないかというご提案だと思うんですけれ

ども、そのときに実態的に難しいから外すということと、若干分けて考えたほうがいいと

思います。何を申し上げたいかというと、理屈だけ考えた場合には自分が所有している不

動産を賃貸に供するときに、非常に管理が悪いというか、むちゃくちゃな管理をする場合

にはやはり管理水準といいますか、管理のレベルがその不動産の価値に反映して、賃貸の

物の価格が下がる、あるいは非常に毀損してしまうので、おそらくそんなむちゃくちゃな

ことはやらないだろうと。それに対して賃貸管理業という形で委託を受けている場合につ

いては、おそらくワンショットで短期の契約でいろいろな管理を行うことになるので、プ

リンシパルとそのエージェントの関係で、プリンシパルがあまりモニタリングできないよ

うなときには、結構むちゃくちゃやってしまうかもしれないと。だから、ここで対象にす

るのは賃貸管理業、あるいは若干私は微妙な感じもするんですけれどもサブリース、そう

いう自分で所有していない人が、家主から委託を受けて家主のモニタリングがきかないよ

うなものについて、この法制度の中でいろいろ対処していくという理屈は何となくあり得

るような気がするんですけれども、実態面としてほんとうにそうなのかと。要するに賃貸

業といいますか、自分が持っているものを貸し出しているときにも、個人の家主さんみた

いなものも含めて、むちゃくちゃなトラブルがいろいろと生じているというのであれば、

私が言ったことは間違っていて、それは業として登録していろいろ規律していくというよ

りは、むちゃくちゃな行為自体を規律していくという方向をやはり探るべきではないかな

と思います。そういう意味で賃貸管理みたいなものを委託されているケースとそうじゃな
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いケースでどれだけトラブルが発生しているのかとか、そういう部分についても、もしも

そのデータとかお考えがあるのであれば、それを整理することで射程をどうするのかとい

うのはある程度解決するのではないかと思っております。 

【平井部会長】  ありがとうございました。どうぞ。 

【海堀不動産業課長】  今の点について補足をさせていただきますと、賃貸管理業ある

いはサブリース業については事業として行っているサービスを、いわゆる不動産を所有し

ている人から一定借り受けるということと、それから不動産を利用しようとする人に貸す

という２つの行為がありまして、この両方を業としてやっているということでございます。

ただ、賃貸業の場合は、借り受ける部分がございませんので貸すだけということで、先ほ

ど言いました、財産を適正に管理するかどうかというところについては中川委員のおっし

ゃるとおりそういったことは考慮しなくても十分だという部分があります。ただ、借りる

側から見てみると、家賃の取り立てを含めて、不正な行為をしない可能性がゼロではない

というところがありまして、ここは委員のおっしゃるとおりトラブルの実態等も踏まえな

がらどういった対応がとれるかというのを引き続き検討させていただきたいと思います。 

【平井部会長】  井出委員、どうぞ。 

【井出委員】  登録の効果について確認させていただきたいんですが、変なことをしな

い業者かどうかを貸主とか借主が識別できるということは、つまり契約時に書面で重説み

たいな形で行うからわかるんだという仕組みになっていると理解しているんですがよろし

いですか。 

【海堀不動産業課長】  そのような法制度を今後つくっていこうと思っております。 

【井出委員】  そうしますと、例えば本契約自体は変わらなくても管理業の業者を変え

るということはよくあると思うんですが、その場合にも新しく同じように契約を新規契約

として結ぶのかどうかというところがわからないんですけれども。 

【海堀不動産業課長】  それもそのような形で対応しないといけないかなと思っていま

す。 

【井出委員】  もう１つお伺いしたいのが、何かトラブルがこの事業者と借主の間であ

った場合に、貸主の責任というのはどうなっているんですか。 

【海堀不動産業課長】  これについても、当然のことながら原賃貸借契約に基づく債務

のトラブルについては、貸主と借主の間で処理をしなければなりませんが、その行為の対

応として例えば家賃の取り方が悪いとかいったことについては、この管理業法として今回
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規制をする中身に応じて直接借主の申し出に応じて行政庁などが監督処分等を行っていく

ということになろうかと思います。 

【平井部会長】  はい、どうぞ山野目委員。 

【山野目委員】  意見が１つと質問が１つございます。いずれも資料２－１の１ページ

の検討項目の（１）の範囲の事柄でございます。（１）の④のところについて意見を述べさ

せていただきます。事務局による資料のご説明にありましたように、この④のところは確

かに悩みの多い論点であろうと感じます。おっしゃったように法人の場合の社宅とか、個

人の場合の零細な極めて個人的な色彩の強い貸家のようなものが多数見受けられるところ

でありますから、これを少なくとも一律に登録の対象にすることは困難であろうという、

この最初の４行のところについては、大賛成とまで今日申し上げるべきかどうかは自信が

ありませんですが、理解することが可能であるということを申し上げた上で、そうである

とすればなおさらのことですが、その後に２行お書きいただいているところは、むしろ強

調してぜひこのように行為規制は働くんだということを言っていただき、そのようにあわ

せて強調して理解するという前提で④の最初の４行のところは、困難であることは理解す

るという意見を述べさせていただこうと考えます。 

 それから質問ですが、その次の⑤ですけれども、これの意味がよくわからない。この⑤

の「どのような名称を用いる事業者であっても」という書き出しで、登録の対象にすると

いう非常に勇ましい文章になっているんですが、これは上の①、②、③に当たらなくても、

何かこの⑤で救われるというか、⑤の網をかけて登録の対象にするものがさらにあるとい

うご趣旨でしょうか。そうすると、場合によっては④で登録対象にすることを断念するケ

ースでも、⑤でカバーされて登録対象になるということがあり得るというお話なのか、も

しそうでないのであれば⑤は単に行為規制の対象になることを強調して書けばよろしいの

であって、登録制度の対象にすることを議論する必要はないはずであり、少なくとも論理

的に２通りの理解の可能性があるように思われましたから、お尋ねさせていただきます。 

【海堀不動産業課長】  ⑤については非常にわかりにくくなっておりますが、１つ言い

たいのは一部委託のものでかぎを変えて何とかするという行為は、基本的には賃料収受あ

るいは解約の再委託の行為の一環ということで取り組もうということの気持ちが出過ぎた

文章でして、おっしゃるようにごちゃごちゃになっていますが、そういう行為として考え

てはどうかということでございます。登録の対象としてこういう再委託の部分を厳しくす

るという側面と、先ほど④の下２行でありましたような行為規制として、そういったもの
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を登録とは別に規制する方策があるのではないかということは、民間賃貸部会などでもい

ろいろご議論がありますので、ここは登録の再委託みたいな形で整理をしたほうがいいの

かなと思っておりますが、行為規制にかえても十分ではないかということであれば、これ

は後での担保措置の関係でなかなか行為規制だけかけても登録がないと追っかけられない

というか、規制ができないということとの表裏の話が出ますので、そこも含めてご議論い

ただければと思います。 

【平井部会長】  八木橋委員、お願いいたします。 

【八木橋委員】  今回の方向性について拝見させていただきましたけれども、始終議論

してきた中では、方向性は比較的よくまとまっているなという感じがいたしました。山野

目先生と同じようにやはり４番の個人がみずから賃貸する物件数が全国的にもかなりある

というところで、具体的な登録の対象とすることの実現、難しさみたいなこととあわせま

すと、やはり一定程度のガイドラインみたいなものの中で行為規制をしていくということ

が現実的かなと私も思っています。問題は登録制度を１つつくるとしたときに、登録をす

ることが本意なのではなくて、賃借人の利益をきちっと守れるという賃貸慣行というのが

行われることでありまして、登録制度を具体的にどういう形で管理していくのか、宅建業

であれば大臣免許とか都道府県知事免許という形があるわけですが、それをほんとうにそ

ういう新しい秩序として、よりポジティブな形で社会に定着してさせていくための登録制

度のあり方は、ひとつより深く考えていくべきかなという印象は持ちました。 

【平井部会長】  ありがとうございました。では、升田委員、お願いいたします。 

【升田委員】  私も従来の議論を踏まえて、今の八木橋委員と同じでよくまとめられて

いると思います。今、ご指摘の④のことは、もともと宅建業法の段階でもいろいろ議論が

あったところで、入れるかどうかということでなかなか難しいという議論があるわけです

ね。しかし、さらに言いますと、宅地の売買について、現在でも個人の、たまたま相続等

で多くの土地を得て、取引をする場合にどうするかというような非常に難しい問題がある

中に、賃貸となりますとさらに一層適用の問題が現実化してしまう可能性が極めて高いわ

けでありまして、確かに理論的に入れるかどうかということですっきり分けてしまえばい

いかもしれませんけれども、実際上の運用の点で非常に難しいということがあるかと思い

ます。 

 それから、もう１つは昔と違って今は消費者契約法がありまして、その中で複数の物件

を持っておられて賃貸する人も、多分個人であっても消費者契約法の事業者という概念に
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入るわけで、先ほどの今回の立法が基本的に賃借人保護という形であるならば、それはお

そらく住宅ということですので、消費者ということにも当てはまるとなると、まるっきり

放置されるものではないという気もいたします。ですので、そういった総合的な意味から

除外したほうがいいのかなということと、もう１つつけ加えれば、立法の形式として宅建

業法の改正でされるのか、あるいは特別な法律をつくられるのかによっても大分違って、

勝手にこんなことを言うと何なんですけれども、別に法律つくったほうがすっきりすると

いうような気がしないでもないと思います。そうすると従来議論になっていた不動産取引

法に非常に近い宅建業法とはやや趣の違う今回の内容を一緒にするというのはなかなか難

しいのかなという気がいたしますので、対象外にしていいのではないかという気がいたし

ます。 

 それから、それに関連しまして、同じような問題が実は建物の信託をした場合にも問題

が起こるわけでありまして、そのときは先ほどおっしゃっていますように所有者というの

が今度は信託の業者が出てくるとなると、そのときは管理業者とは言えない、所有者であ

るけれども、何となく似たような問題が出てきますので、そういった点についてどう配慮

していくかということもご検討いただきたいと思います。 

 それから、管理業者の方には大家さんにも賃借人にも双方に目配りをした業務をしてい

ただくということなんですが、往々にして利益相反の問題が生じますので、どっちを向い

て仕事するのかということもあります。一見非常にいいような印象を受けますけれども、

具体的な適用に当たって、実質的には利益相反のことがあるわけですので、そこをどう書

き分けていくかということはひとつ工夫が要るのかなという気がいたします。 

 それから、これは最後ですけれども、先ほど市川委員からご指摘がありました法律業務

の範囲というのは、何も管理業者の方だけではなくて、ほかにも似たような問題がありま

して、先ほどご紹介のサービサー法については弁護士法の特別法という位置づけでされて

いますので引用されるのは必ずしも正確かどうかという問題はありますけれども、ただあ

そこでああいう引用をされますと、では弁護士法の特別法として位置づけるのかというと、

多分ご趣旨はそういう趣旨ではないだろうと思います。そうしますとどこまでできるかと

いうことをなかなかつまらないところはありますけれども、そういった意味でご検討をい

ただくというのと、もう１つは実際には督促業務をやっておられるわけでありまして、そ

の辺をどう評価されて、しかもその督促業務を管理業者の方の名前でやっておられるのか、

あるいは大家さんの名前で事実行為を代行しておられるのか、その辺もやはり規制の面で
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は非常に重要だと思いますので、そういったあたりももう少しご検討いただければと思い

ます。以上です。 

【平井部会長】  ありがとうございました。三好委員、どうぞ。 

【三好委員】  まず、先ほど市川委員が言われました運営・調整業務の話が抜けている

という話に関連してですが、賃料の徴収、契約の更新業務、解約業務は全体の仕事の２割

というイメージを持っています。一番大事なのは、どちらかというと運営・調整業務のほ

うが負担が多くて、非常に現場としては大変な状況になっていると。もう１つは防火点検

などの法定の点検業務がございます。貯水槽の点検業務、消防署から言われている点検業

務、また実態としては、これを拒むオーナーさんがいらっしゃる。それはお金がかかるか

ら嫌だと言われる。嫌だと言うものを強制的に我々は実際にはできないと。入居者に万が

一があった場合には問題ありますよということを言って説得している。そういう法律的な

点検業務もしくは建物の点検業務等をやらないといけないのに、それを管理業者がきちん

とやっているのかどうかもこの運営業務の中に入るのではないかなというのが１つ。それ

と入居者のトラブルなどいろいろな問題があります。特に昨今におきましては、外国人を

含めて、いろいろな入居者がおられる中に、様々なトラブルが出ています。そのあたりで

現場は非常に苦労しているところがありますので、その辺のところを入れるべきではない

かなと考えています。 

 それから、督促のことですけれども、私どもの日管協の中に、賃貸保証制度協議会とい

う保証会社の部会があります。今回もルールの部分では自主ルールの改正ということで、

督促のやり方については法律に基づいてコンプライアンスを守ってやるということを決め

て、今これを実施するようになりました。ただ、今回よく考えてみるとこれは保証会社だ

けの問題ではないということで、結局は管理会社、私どもも実際に督促業務をやっていま

すが、管理会社自身が自分で連帯保証人を契約時にとってオーナーさんにかわって集金し

ている物件と、そういう保証会社を使っている物件と１つの管理会社の中に、直接集金す

るタイプと保証会社に任せているタイプの２つのタイプの契約があるわけですね。それに

ついて、我々としては今、日管協の中ではこの自主ルールの改正を保証会社だけではなく

て、管理業者にも幅広くルールを守らせてきちんとした督促業務ができるようにやろうと

いうことを会の中で浸透させようということを考えています。 

 それから、サブリースは、トラブルの内容も管理業務と同じようなものが出ていますか

ら、基本的にはサブリース業者は入れていただきたい。 
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 それから、４つ目が賃貸管理業そのもののいろいろな規制はあるんですけれども、我々

が欲しいのは将来この賃貸管理業というのはどういったところをしっかりと、例えば私が

考えているのは、賃貸の入居者とオーナーとがくっつくわけですから、この２つを守るた

めに管理業者がおり、また保証会社がおり、定期点検業者がおり、建物を長期修繕するよ

うな業者がおり、そこに１つの仕組みがあるわけです。先々登録制度をしてある程度の規

制はいいんですけれども、トラブルの発生とかかんとかばかりではなくて、こういう業界

をどういう位置に持っていくのかというところをお示しいただきたいという意見です。以

上です。 

【平井部会長】  ありがとうございました。櫻川委員。 

【櫻川委員】  登録制度を導入することについてなんですけれども、一体登録制度をど

のように運用していくのかというイメージを教えていただけると非常にありがたいんです

が。特に、キーワードはやはり登録制度と、もう１つ行為規制だと思うんですけれども、

その関係をどう考えているのかなと。ただ登録制度を導入することによって、市場参加者

を行政当局が把握するだけだったら、それだけのことだと思うんですけれども、その行為

規制に対する実行度というか、遵守の程度を非常に高めていくということを考えたときに、

この登録制度は使い方によっては非常に強力な武器になるのはだれでもわかることだと思

うんですけれども、登録の停止処分であるとか、剥奪だとか、いってみればあめとむちに

使って、いわゆる規制の効果を上げていくことを賃貸貸出市場に対して、網をかけていく

という方向に進んでいくのかどうか。私にはそのように透けて読めるんですけれども。こ

ういうふうな形の行政のあり方の一つの先行的な典型的な例は、金融行政だと思うんです

ね。金融庁のやっている行政というのはまさしくこういうことで、昔は金融という世界で

は、金利を規制したりとか、貸し出しの額を規制したりということをやっていたんですけ

れども、最近では基本的に市場の動きを尊重して、そのかわり金融ですからいろいろな悪

いこととかトラブルが多いわけで、そういった行為を防ぐために、事後的な規制をやるよ

うになってきています。したがって個々の貸し出しについては当局から文句を言わないん

ですけれども、結果として非常に銀行が利益が下がったときに、例えば自己資本が下がっ

たら、政府が自己資本に参加する形で経営権に介入していくとか、そういう事後的な罰則

規定を与えるという形で今、規制の方向は進んでいると思うんですね。結果として、非常

に官庁の監督のあり方は昔に比べて非常に変わったと思います。それは当然金融市場とい

う実態の変化に合わせたものではあるんですけれども、この登録制度の導入が、認識次第
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ではものすごく大きな行政のあり方のターニングポイントになるのではないかと思います。

その辺のところをどの辺までの視野で考えておられるか、可能な範囲でよろしいですから

教えていただければと思います。以上でございます。 

【平井部会長】  それでは、櫻川委員のご質問等にお答えいただくのとあわせて、今ま

でのご発言、三好委員、八木橋委員、升田委員、何かそちらのほうのお考えがありました

ら、それもあわせてご回答いただければと思います。 

【海堀不動産業課長】  まず、櫻川委員のご質問からでございます。委員のご指摘のと

おり、登録制度を設けるということとあわせて一定の行為規制を違反した者については登

録を消除していくことで担保をしていくということで、これは現在の宅建業法の免許制度

の監督処分などを念頭に置きながら、同様のことをとっていきたいと思っております。た

だ、それだけではなかなか全体としてうまく回らないということもありますので、今後こ

の後の議論でテーマとして提案させていただいておりますが、トラブルをなくすための仕

組みをどう構築していくかということもあわせて、これは宅建業も含めての話でございま

すが、ご議論いただければと思っているところでございます。 

 それから、三好委員からさまざまなご指摘をいただきました。運営・調整については、

今委員からお話しいただいた点を含めて、事務局でもう一度再検討させていただきますし、

将来の管理業のあり方は、諸外国においてこの不動産管理は個人の所有物、いわゆる財産

管理ということで非常に地位が高く運営されているようなこともございます。実際業界を

今後どうレベルアップしていくかというのは、法律だけではなくさまざまな仕組み、政策

があると思いますので、これらについては関係部局とも連携しながら取り組みをしていき

たいと思っております。 

 あと、升田委員からお話がありました信託業についての論点整理は、あわせて今後、深

く検討していかなくてはいけないと思っております。 

 また、いただいたご意見を踏まえて、事務局で対応を今後検討させていただきたいと思

います。 

【平井部会長】  伊藤委員、お願いいたします。 

【伊藤委員】  まず、こういった新しい制度をつくる場合の考え方のポイントとして、

ぜひ予見可能性ということを考え方の中に盛り込んでいただければと思います。特に今ど

きの世の中は、消費者もどういうことをしたらいけないんだと。業者もどういうことをし

たらいけないんだと。そういう予見可能性ができることで、皆さんの行動の規律もできる
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し、また投資マネーを呼び込むこともできるということかと思っております。 

 それから、個別の中身についてなんですが、市川委員からご提案がありました全宅連の

ペーパーの２の②のところの、いわゆる収納代行業者、それから家賃債務の保証会社も登

録業者とするかという部分でございます。昨今、家賃債務保証会社の行為がいろいろと非

難もされて社会的にも問題になっているという部分はあろうかと思いますが、ただどうな

んでしょう、論理的に考えて制度をつくるということを考えたときに、これはあくまで債

務の保証会社であるということ。それから、収納代行業を行うカード会社まで幅をほんと

うに広げるべきか、制度を設計するとき、けしからんから制度の中に入れるということは

心情的には非常にわかるんですが、どうかなと。ですので、例えば論理的には入れる必要

はないと。ただし、ほかの法律によってここまで担保されていないから今回はこれも加え

ると。そしてほかの法律でこれが担保されたら本来は対象外なんだから外すとか、そうい

う整理の仕方であるのかなと思いました。以上です。 

【平井部会長】  ありがとうございました。土田委員、どうぞ。 

【土田委員】  消費者側から見ますと、例えば２ページにありますような登録制度の対

象となる事業者の範囲のイメージとありますけれども、これがどういう事業者、委託であ

るのか、それとも再委託であるのか、そこが見えない。一概に管理ということでくくられ

ておりますけれども、そこがどうも消費者側からは見えなということが１つあります。も

う１つは、市川委員からお示しいただきました小規模の家主さんも、これは今回は対象を

外すべきみたいなお話がありましたけれども、ここも基本的には消費者にとっては契約し

ているのは大家さんであれ、不動産会社の事業者さんであれ、そこは問題が起きるという

ことを認識していただきたいと思います。特に４ページにありますサブリース事業に関す

るトラブル事例とあります。ここにあります事例は要するに事業者、大家さん、個人事業

主であっても、問題が存在することは事実です。そこで、この規模の点でどうやって区分

けすればいいのかということを少し議論していただきたいと思っております。以上です。 

【平井部会長】  ありがとうございました。はい、どうぞ。 

【原委員】  今の土田委員の意見と重なる部分もありますが２点。まず、先ほどお話が

あったように登録制をとって、行為規制をかけるということなんですが、金融は検査とか

監督業務もあわせて持っております。第１種の登録業者の場合はそこがかなりきちんと金

融庁としては目を光らせているということなんですが、第２種の登録業者のところはかな

り有象無象の事業者が今入ってきている状況で、登録をしているということを名目にして、
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うちは大丈夫な事業者なんですということを逆に言っているような状況があるので、単純

に登録にしたらきちんと事業者を把握できるということではないので、行為規制をかけた

ときの行為規制の実効性をどう図っていくのかということをあわせて検討していかなけれ

ばいけないのではないかと思います。 

 それから土田委員が２点目で話されたことも、私も賃貸不動産の契約をこれまで３件ぐ

らいし、みんな個人の事業者なんですが、起きるトラブルのようなものは同様に発生をす

る可能性があるので、このあたりも行為規制はかけるということになるとは思うんですけ

れども、ここももう少し検討を深めておく必要があるのではないかと思います。以上です。 

【平井部会長】  ありがとうございました。最初の議題１の一番重要な、今後の問題点

となるべきものは、まず登録と行為規制との関係がはっきりしないわけですね。この点に

ついては、いろいろご質問がありまして、登録しない家主でも行為規制でやれるというこ

とになるのかというご質問があったと思います。確かに宅建業法は両方とも規制対象にし

ていますが、個人の仲介業者というのがあまり考えにくいわけですから、宅建業者の場合

にはそれでいいのかもしれませんが、賃貸業の場合にいいのかという問題があります。さ

らに進んで、さきほど升田委員がおっしゃいましたように、賃貸業と宅建業は問題がどこ

まで一緒でどこから先が違うのかというところまで行き着くような気がしますので、少し

そこのところをお考えいただいて、いろいろな規制方法が、この場合には少し当てはまる

点や当てはまらない点などをお示しいただくとありがたいように思います。 

【海堀不動産業課長】  今お話しいただいた点は今後この管理業をどう取り扱うかとい

うこと、それから他法令との関係で既に免許登録などのあるものをどう取り扱うというこ

と、それから再委託の関係で収納代行とか家賃保証とかこれらについて他法令との関係で、

必要以上の規制をしてはいけないので、そこら辺の整理をどうするかということ、それか

ら個人であっても借主は同じでトラブルに対する対応をきちっとしなければならないとい

うこと。これは次の紛争処理の体制でもその部分はたとえ貸主が事業者であれ、事業者で

ない者であれ、同じような相談体制は構築しなければいけないと思っておりますので、後

ほどご説明をさせていただければと思っております。 

【金本部会長代理】  １つよろしいですか。 

【平井部会長】  はい、どうぞ。 

【金本部会長代理】  若干確認ですが、基本的に届け出制が全部をカバーできないよう

だと。いろいろなところをちょっとつまみ食い的というか、かぎをかえる人をどうやって
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登録するかというのは、私もよくわからないんですが、そういったところで、登録制の意

味というか、役割がどの程度で効果がどういうものが期待されているかというところをも

う少し整理していただかないと、何かもやもやっとしていますねという感じがしますので、

その辺ぜひお願いいたします。 

【平井部会長】  そうですね。登録制というのは一種の市場に参入するプレーヤーを決

めるルールですよね。ところがかぎをかえるなんていうのは、そもそも賃貸市場そのもの

に入ってもらいたくない人たちなわけですから、あるいは少し違うのかもしれませんね。

よくわかりませんけど、それが今後の問題になる可能性もありますし、それからさっき三

好委員がおっしゃった賃料の徴収等は２割にすぎないと。ほとんどがそうじゃないんだと

いうのも、非常に注目すべき話題だったような気がいたしました。そういったことも踏ま

えて、登録業務の範囲を一体どうするかということをお考えいただければと思います。 

 それでは、第２の議題に入ることにいたしまして、第２の議題について大体１０分ぐら

いの割合でご説明をいただいて、その後少しフリーディスカッションということで進めた

いと思います。 

【海堀不動産業課長】  お手元に資料３－１、３－２、３－３を用意させていただきま

したが、この３－１と３－２を中心にご説明をさせていただきたいと思います。 

 資料３－１をごらんください。現状でございますが、これは不動産に関するトラブルは

依然多い、あるいは個別性が高く法令が多岐にわたるというようなことが１番に書かれて

おります。２番では、現状としてこれは業界団体、行政庁などさまざまな相談窓口で紛争

の取り組みがされておりまして、消費生活センターなどの連携もとっていると。ただトラ

ブルの当事者、特に利用者は消費者の観点からさまざまな機関があり過ぎて、どこへ何を

相談してよいのかがよくわからないということもこういう現状としてあるということでご

ざいます。実際、窓口に来ても、現行の宅建業法で監督できる範囲ではないということを

消費者の方にご説明しなければいけなくなったり、それが宅建業法なのか借地借家法なの

かということで、相談がそれぞれの専門部局へ回ると、これがたらい回しになるというよ

うな感が否めないということでございます。そういうことで、きちっとした対応をとらな

ければいけないということと並行して、現在住宅に関しては品確法のＡＤＲ機関もあると

いうことでございますが、不動産のそういった機関は今のところないということです。 

 そういった中で消費者問題に対する対応ということで、ＡＤＲの法律が１９年４月１日

から施行され、消費者庁もこの９月１日から設置されております。また、先ほどから何度
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かこの比較でご指摘がございますが、金商法の改正によりまして、金融についてはＡＤＲ

制度も創設されております。不動産は先ほどありましたが、第２種の金商法の中には、不

動産の業者が信託受益権の仲介などもやっておりまして、両方の法律にまたがる部分も出

てきているという状況でございます。 

 そんな中で、２ページ目の窓口の一元化がやはり求められるのではないかということと、

それからやはり消費者にとって迅速・効率的な解決をする仕組みづくりが必要なのではな

いかというのが問題意識でございます。 

 ３としまして、解決の方向として、（１）、（２）は、既存の体制の充実ということを書い

ておりまして、（１）が行政庁、業界団体などの既存の相談窓口を有効活用し、さらにそこ

の相談員等の充実を図っていこうと。（２）は、金商法などに見られますが、自主規制機関

を設けてはどうか。そのことについてどう考えるかということでして、各事業者の相談窓

口、アフターサービスにさらに加えて法律上一定の資格を与えた自主規制機関を位置づけ

るという例が金商法に見られます。こういったことについて宅建業法上どう考えるかとい

うのが（２）でございます。（３）は一元化の窓口ということでやはりいろいろな不動産ト

ラブル、いわゆる民民である大家さんと貸主の話、あるいは業者さんの説明が悪かったみ

たいな話もいろいろあるわけですが、これらについて一元窓口を置いてはどうかというこ

とでございます。窓口の置き方としては③のａで既存窓口の活用で番号の統一化を図ると

いうもの、ｂはコールセンターみたいなものを設けるという方法。こういったものを備え

つつもやはり紛争解決機関も金商法の金融ＡＤＲ制度に類似して設けてはどうかというの

を（４）で書かせていただいております。既存の制度では最終的な紛争解決に至っていな

いということで、裁判外のこういう紛争解決機関についてどう考えるか。基本的には②、

③ということで全体を対象にし、自主規制機関等の一次処理を推奨して二次でこういった

機関を活用するということが効率的ではないか。ＡＤＲ法の認定機関プラスアルファの国

土交通大臣の指定みたいな形での制度構築はどうかということでございます。 

 ⑧で、これはご参考まででございますが、先ほど申しました不動産の信託受益権の仲介

については、金商法２種の対象になっておりまして、宅建業者でこういった業務を行って

いる事業者の方々は金融ＡＤＲ制度に基づいて指定紛争解決機関の枠組みに入っていかな

ければいけないというのが、法改正で必須になっております。こういったこととの整理、

統合といったことも必要で、不動産についてはまとめてやるほうが効率的ではないかとい

うことでございます。 
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 その他ということで、既に品確法等で、既存の指定紛争処理機関がございますので、こ

ういったところの役割分担も整理しましょうということと、（５）でございますが、こうい

ったことをきちっと体制として定めた場合には、例えば重要事項説明で当該利用者に説明

をするということで、きちっと消費者にその情報を提供させるというのが大きな骨格でご

ざいます。 

 三角のほうを見ていただきますと、消費者・事業者からのトラブルを一元化窓口でまず

受けるということで、今あるさまざまな制度にうまく振り分けをし、それで解決できない

ものを指定紛争の解決機関などに持っていくということで、なるべく簡易・迅速な形での

解決ができればということでございます。 

 資料３－３で、ここにはいろいろ例を書いておりますが、重立ったところで１１ページ

をお開きいただければと思います。既存の法律上不動産関係それから消費者全般というこ

とで消費者庁も含めて現在こういうような機関がそれぞれ苦情相談あるいは紛争処理の窓

口として行われています。１２ページ以降そういった各機関がどういう体制、どういう仕

組みで今処理をしているかというのが、１２、１３、１４、１５という形で仕組みを書か

せていただいておりまして、１６ページにそれぞれの窓口の状況、１７ページもそうでご

ざいます。１８ページはその件数等の状況を書かせていただいております。それからＡＤ

Ｒ機関については２０ページから資料がございますが、さまざまなＡＤＲ法の説明をして

いますけれども、２３ページをお開きいただきますと、既存のＡＤＲでも土地家屋調査士

会のほうで、土地境界をめぐるトラブルを対応されている例が見られたり、あるいは２３

番でございますが、ＮＰＯの福岡マンション管理組合連合会ではマンション紛争について

のＡＤＲの登録認証を受けられたりしているという例も見られます。２５ページからは金

商法のＡＤＲ制度が書かれておりまして、金商法の改正が２６ページに書かれております。

こういった指定紛争解決機関の制度が新たに設けられているということと、２７、２８は

自主規制機関のあり方。それから３０ページには金商法関係で相談窓口の統一化というの

を先行して行われているので、その事例などを３０、３１に設けさせていただいていると

いうことでございます。３３ページでございますが、こういった窓口を設けたときに消費

者にきちっと情報を明示する義務を各法律に置いておりますので、こういった制度を構築

することによって、連動してこういう消費者に対する明示義務といったものも並行して検

討しなければいけないということでございます。 

 簡単ではございますが、以上でご説明を終わらせていただきます。 
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【平井部会長】  ありがとうございました。どうぞ、ご質問なり、ご意見なりご自由に

ご発言いただければと思います。 

【平井部会長】  どうぞ。土田委員。 

【土田委員】  不動産取引のトラブルの一元化。これは非常に前向きで画期的だと私は

思っております。ぜひ、これが実現されるようにしていただきたいと思っております。特

にコールセンターの創設ということで、自分がどういうトラブルに遭っているかというこ

とがわからない。どこに相談していいかわからない。自分では不動産屋さんとのトラブル

だと思っていたらそうではなくて、むしろ建築事業者とのトラブルだというようなことが

わかれば、そちらのほうにきちっと話を聞いてもらって、こちらのほうにご相談してくだ

さいみたいなことがわかるだけでも、一つ消費者としては非常にトラブル解決に当たって

効果があるのではないかと思っております。 

 一元化の窓口のところで申し上げたいのは、不動産の取引の紛争というのは、不動産取

引だけではなくて、非常に広範です。建物、土地の問題、それから、賃貸の問題など非常

に広範なので、できれば総合的に不動産の問題を全部取り扱うようなコールセンターの一

元化を切に希望します。 

【平井部会長】  ありがとうございました。ほかに何かご意見等ございましたら。はい、

どうぞ。 

【原委員】  不動産のトラブルは大変消費者から多いもので、解決がなかなか難しいと

いうところがあります。それで、資料３－３の１１ページで、今の相談・苦情解決窓口、

それから紛争解決機関について整理されていますが、もう１つ賃貸の委員会でも賃貸住宅

に関する紛争を対象とした紛争処理機関について議論をされているということで、新しい

ものを１つつくるというのではなくて、それをつくることによって、この相談・苦情解決

窓口とか紛争解決機関がうまく整理されて機能が発揮されるようにしていただきたいと思

うのですが、国土交通省全体の方向としてはそういう方向に向かっているのかということ

と、もう１つ消費者政策部会もつくられるというお話がありますので、単純に今の延長線

上で１個つくるというのではなくて、この全体を再整理する形でいいものができる方向を

目指していただきたいと思うのですが、そういう方向かどうかを確認させていただきたい

と思います。 

【海堀不動産業課長】  これは関係部局とも調整しなければなりませんけれども、やは

り問題の大きいところから順番にこういう機関ができてきたんですが、さはさりながらも、
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これだけあるとわからないということなので、今回、問題意識として全体が受け付けられ

るところをつくっていこうということでございます。そこで全部集約化するというのは、

およそ事実上不可能でございますので、そこで整理をしつつ、それぞれ適切なところによ

り細かいことをお願いしていくということが一番効率的ではないかと思って、この三角の

図をかかせていただいたということでございます。 

【平井部会長】  どうぞ、升田委員。 

【升田委員】  私も賛成で、問題は２点あると考えております。一元化窓口のところは

今お話しありましたとおりだと思うんですが、大半の問題はそこで事実上解決してしまう

んだろうと思うんですが、しかし、ほんとうに法律問題になってしまいますと紛争解決機

関を必要とするわけですけれども、そこがなかなか難しくどこまでやるかということだと

思うんですね。従来の賃貸住宅の紛争がなかなか裁判まで行かないというのは、やはり経

済的な規模が小さいということが一番大きいことと、そのほかそれなりの事情があってな

かなか裁判に行かなかったということがあるんですが、そういった実情を踏まえて制度設

計をしていく必要があるのかなと。先ほどのＡＤＲ法をとるかとらないか、とったほうが

社会的な評価というか信用はあっていいと思うんですが、必ずしもそれでなくてもできる

とは思うんです。 

 もう１つは全国的に１つのものをつくるのか、あるいは従来からもやっておられますよ

うに都道府県単位でやっていくかが結構重要な問題だろうと思うんですね。都道府県で処

理できないものについて中央でやるやり方もあると思いますけれども、そのあたりもやは

り工夫をしていかないといけないのかなという気がしますのと、既に不動産適正取引推進

機構等々において従来の実績があるわけでして、今度新たにつくりますと従前のトラブル

と今度のトラブルといいますか機関がつくられたときにそれこそどちらでやるのかという

ことで、そこでもめてもいけないと思いますので、そういったところにもご配慮いただく

必要があるのかなという気がいたします。 

【平井部会長】  どうぞ。市川委員。 

【市川委員】  この一元化窓口というのは、非常に僕は悩ましいなと思っているんです

ね。私ども全宅連の傘下には各４７都道府県に社団法人として宅建協会があります。それ

と同時に全国宅地建物取引企業保証協会も地方本部をこの４７都道府県の中に持っており

ます。何をいわんかというと、その末端の組織は各県の中に１つの行政単位ごとにまとめ

た支部を持っております。この支部で相談窓口を一般消費者に対して開設をしておるわけ

 -28-



であります。この中で圧倒的に多いのは苦情相談にならない一般相談。この消費者サイド

からの質問、あるいは苦情という認識での中で、苦情になり得ないものが圧倒的に多い。

これらは一般相談として取り扱いをいたしておりますが、宅建業法上でいうところの相談

ではないというところが非常に多ございます。先ほどの管理業もまさしくその一端でござ

いますが。苦情相談として受け付けた場合においては、私どもは自主解決方法を持ってお

ります。それが１６ページに記載をさせていただいたこの自主規制の中での全国宅地建物

取引業保証協会の年間受け付け件数で、これは各地方本部から中央本部に上がってきたこ

の年間受け付けが５９７件です。これは申し出件数ということになります。認証といいま

して、１,０００万円の供託にかかわる部分で保証協会というものは業務を行っております

から、その認証にかかる申し出件数が５９７件ということでございます。その中で苦情申

し出処理をしたものが４７３件。これは前年度からの繰り越しもありますから必ずしも単

年度の苦情の申し出処理をしたという件数ではないわけですが、それが４７３件。そのう

ちに、あるいは自主解決及び撤回をしたという件数も２８６件ございます。こういった中

で、積み上げ式に各消費者と一番接点のある業者が実際業務を行うところの支部で、そう

いう相談業務を行っております。私は静岡でございますが、静岡県の宅建協会の中にある

地方本部は弁護士さんの相談が月に２回、３人、４人態勢でやっていただいております。

これは電話相談とあるいは直接訪問をしていただく訪問相談も行っております。そのほか

に私どもの会員が月曜日から金曜日まで必ずこの地方本部に詰めて相談業務を行っている。

それとは別に各地域の支部も行っている。これらを取りまとめた上で最終的に弁済として

４７３件が認証をしているというこの底辺からの積み上げが、果たしてこの一元化窓口の

中で行えるかどうかということについての議論をこれからしていただけなければならない

だろう。これはほんとうに大変な作業をしなければならない。それを一元化できるかどう

かの問題。これは県であれ国であれ、一番必要なところではないかなと考えております。 

【市川委員】  ありがとうございました。 

【海堀不動産業課長】  先ほど升田委員からもお話しありましたが、全国都道府県の既

存の取り組みをきちっと踏まえないと、実効性があるものにならないと思っています。市

川委員からもありましたが、全宅連、各都道府県協会、あるいは支部の取り組みがあると

いう中で今の苦情紛争が成り立っておりますので、一元化窓口を設けるといっても、悩ま

しいところは、テレホンセンターみたいなところで１回処理をするとそこで莫大なコスト

がかかりますし、かといってそこを今、金商法を例に統一相談窓口でそれぞれの支部へ直
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接振っていいものかどうかという整理のところも、関係者の方々にちゃんとご了解いただ

かないといけないと考えています。金商法などの場合はここに書いてありますが６団体で

済むんですけれども、不動産の場合はそれだけでは済まないので、こういう番号をつくる

こともなかなか難しい中で、しかしながら消費者サイドから、利用者から見るとやはり使

いにくいということを今後どう解決していくかというのを関係業界団体を相談しながら具

体的に詰めていかなければいけないかなと思っているところです。 

【平井部会長】  どうぞ。山野目委員。 

【山野目委員】  こちらのほうの議題につきましては、冒頭に部会長から整理がありま

したように、今日は問題提起でフリーディスカッションの範囲でということですから、確

たる意見ということではなくて、感想が１つと要望が１つあるのを申し上げさせていただ

きたいと考えます。感想のほうですが、最終的に一元化という言葉でここでしようとして

いることを説明し切っていくのがよろしいのかどうかというのは、今日はまさに最初の問

題提起の機会ですので、スローガンとしてはいいのかもしれませんが、一元化という言葉

で何を意味しているのかというのはまだちょっと明確でない部分があると感じます。この

審議会の資料に書くときには一元化でもいいのかもしれませんが、具体的な制度として目

に見えるところは重要事項説明のときにコールセンターを言うとか、自主規制機関を法令

上位置づけるということに限られてくる可能性もあると思いますし、何人かの委員からご

指摘があったように金融の世界とは決定的に違う多様な営みが既になされてきており、そ

れらとの調整というか整理も必要だと思いますから、次回以降絞り込んでいっていただけ

ればありがたいと考えます。 

 それから要望ですけれども、本日の資料に宅地建物取引業保証協会が登場してきている

ことから、本日の前の議題との関係ですが、弁済業務保証金の制度が賃貸管理の問題とど

う今後絡んでいく制度設計がいいのかということについては、今日の審議では決まらなく

て次回以降になるかもしれませんが、引き続きご検討いただきたいと思います。紛争解決

の過程で協会の役割が強調され、一方で賃貸不動産管理も登録制を導入するということに

なると、両方強調することはそれぞれ背景があってよろしいのですが、ただ両方を強調す

ると、協会が苦情解決のほかに弁済業務をしていますから、そこのところがすごく落ち着

きが悪いというか居心地が悪い状態になってきて、一般から見ても説明が求められる論点

になってくる可能性がございますので、今後の宿題ということでご検討いただくように要

望を申し上げておきます。 
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【海堀不動産業課長】  １番目の話は中身とワンストップとかいろいろなキャッチフレ

ーズと中身の話はもう少し整理をさせていただきます。２つ目のテーマは非常に重いテー

マでございまして、これは宅建業法の営業保証金それから保証協会の制度と今回の賃貸管

理をどう位置づけるかという、法律そもそも論の升田委員からもお話しありました一番根

幹のところに行き着きます。このところについては制度全体の枠組みをどうするかという

ことで、損害に対する補てん措置なり担保水準をまたどう設けるかということを考えてい

きたいと思います。 

【平井部会長】  どうぞ。市川委員。 

【市川委員】  山野目委員から大変重要な点をご指摘いただきました。現在宅建業法上

の弁済の業務で昨年２０年だけで７億１,２００万円余の保証をいたしております。これに

管理の部分を加えていきますと宅建の保証協会はつぶれてしまいます。これまで宅建業法

に抵触した部分で業者の責任におけるものについての７億１,２００万円を払っており、こ

れでも減ってまいりました。これは相談業務を頻繁に行うことによって減ってきたという

こともありますし、研修を行って業者の育成をしてきたということもあります。しかし今

年度になりましたら、経済の状況を反映してか８月現在で３億４,２００万円。このままで

いきますと、金額は大体昨年と同じぐらいになりますが、認証の件数が２倍になっており

ます。昨年８月時点で１０４件。それが今年は２２０件と大幅に増加しております。これ

を全部保証しても大変な中に賃貸管理にかかわる部分を包含してということになりますと、

私どもはどのように自活していったらいいのか。保証協会のあり方の根底にかかわる問題

になってきてしまうということがありますので、ご指摘をいただいた部分についてはあり

がたく拝聴させていただきました。 

【平井部会長】  ありがとうございました。どうぞ、伊藤委員。 

【伊藤委員】  こういったピラミッド構造は私も大賛成なんですが、トラブルというの

が複数あった場合、そこには一応の確率的な分布があって、そこに問題なるものが含まれ

ているというような、あるバランスの上に成り立っている問題構造の場合に、この三角形

が役立つというように考えられますが、実はそうではなくて、もしかしてトラブルの分布

というのはある集中的なところにすごく固まっていて、先ほどお話がございましたけれど

も、そういう教育的なことでカバーできるような部分ももしかしたらあるのかなという気

もいたします。それなので、ピラミッド構造をつくっていくのは賛成なんですが、その前

にやはりトラブルの相談の分布構造というのを構造的に把握して、それに対応できるよう
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にすると。場合によっては相談窓口というのもよろしいんですが、むしろ金融の分野では

金融教育ということがなされるようになりました。不動産賃貸というものは生活に非常に

密着しているので、みんな知っているはずだという暗黙の了解のようなものがだれにもあ

るのですが、果たしてそうだろうかといったときに、むしろ消費者の教育みたいなものを

どうやっていくかということをやることのほうが、意外とトラブルはトラブルで集中管理

して、一般質問的なことはむしろ消費者のレベルを上げていくという教育のようなことを

やるということもあっていいのかなと。フリーディスカッションなのでそんなことを思い

ました。 

【平井部会長】  ありがとうございました。櫻川委員。 

【櫻川委員】  私の勘違いだったら指摘していただきたいんですが、このピラミッドの

図の中で、この消費者庁がなんでないのかと。 

【海堀不動産業課長】  行政庁の中に含めていまして、特段別で表記してはおりません。 

【櫻川委員】  それなら結構です。なぜこういうことを言ったかというと、民主党は国

民の生活が大事だということを言っているし、多分各役所ともいわゆる消費者行政という

ものにものすごく力を入れていくと思うんですけれども、そのときに消費者行政が縦割り

になってしまっては、それこそ一元化の窓口の意味が失われてしまうので、その辺のこと

が危惧としてあったので、質問させていただきました。以上です。 

【井出委員】  最初のほうの議題でもよろしいですか。 

【平井部会長】  どうぞ。 

【井出委員】  最初の議題に戻らせていただいて、疑問に思っていたことを質問させて

いただきたいんですが、賃貸不動産に関するトラブルで多いのが、原状回復という部分だ

というのは皆さん資料でご覧になったと思うんですが、原状回復で結局トラブルになるの

は、すごく法外な金額を請求されたとか、敷金をほとんど返してもらえないとか、プラス

アルファで追加されたというようなことで、それは実は貸主が了承してやっていることだ

と私は思っておるんですが、この仕組みだと事業者がまるでそういうことをピンはねして

単独してやっているような仕組みは抑えられると思うんですけれども、貸主の了解のもと

で、そういう市場感覚からずれたような法外な原状回復のフィーを請求したときには、こ

の仕組みでは対応できないと思うんですね。そうだとすると、それがどこでカバーされて

いくのかがわからないということが１つと、先ほど冒頭で質問しましたときに、いい業者

であるかどうか識別するために貸主と借主と管理業者がセットで書面にて契約を交わすと
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いうことだったんですが、それはものすごい調整費用だと思うんですよね。例えば資料で

も１社で３６万戸を抱えているような大きな業者もあって、例えばＭ＆Ａでその業者がど

こかに移るといったときに、３６万人の人を捕まえて一斉に全部書面で契約を更新するな

んていうことはあり得ないですよね、実際問題として。宅建業法の場合には瞬間的な取引

なので今は大丈夫だと思うんですが、賃貸の場合にはずっと継続して続くのでそれに関し

て書面で交付というのはやはり調整費用が大き過ぎて実行ができないのではないかという

ことと、土田委員からもありましたけれども、再委託とされていた場合に、再委託するた

びにあるいは再委託の業者が変わるたびにまた契約をし直すというのもあり得ないですよ

ね。そういう個々の実態を考えると、業者とまさに三角形でセットで考えるというのは仕

組みとしては難しいということと、借主が三角形の対等な関係というのは管理業者に対し

て借りる側も選べる権利があった場合に初めて成り立つと思うんですが、あくまでも委託

する事業者というのは貸主が選択してこの人でよいですかと了解を得る仕組みになってい

るはずなので、それを対等な三角形で処理するというのは難しいんではないかということ

で、やはりそういった対等性の問題と実行可能性ということを考えると、事業者と貸主の

関係ということに注目すべきだと私は思うんですよね。私は法律のことはわからないんで

すが、何かトラブルがあった場合には貸主にお伺いを立ててそれが事業者が悪いことをし

たのか、あるいは貸主と共同で悪いトラブルに陥っているのか、あるいは貸主は知らない

でやっているのであれば貸主が免責されればいいだけの話だと私は思うんですが、何かす

ごい壮大な書面交付という制度を賃貸業にまで持っていくことに関してはすごい抵抗感が

あるので、実行可能な仕組みというところで今後詰めていただきたいと思います。 

【海堀不動産業課長】  １番目の原状回復については、今、住宅分科会の民間賃貸部会

で、貸主と借主がどういう分担でやるかという現行ガイドラインをさらに詳細化してはど

うかという議論が進められています。基本的にそこで定められたルールを管理業者がきち

っと現場で適用するということで、貸主と借主の間での負担のルール化を標準化して、適

用していくということが今後求められていくということだと思いますので、それらをきち

っと整理をしていければと思っております。 

 それから２つ目の契約の関係でございますが、基本的には賃貸借契約と、物件の管理委

託契約の２つの契約になろうかと思っていまして、賃貸借契約の仲介をするときに管理業

者がだれかとか、管理業の中身はどういうものかということを借主に説明をしたり、書面

交付、契約書の中に明記をしたりということが、借主の関係ではあろうかと思います。な
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おかつ貸主と管理業者の関係は井出委員がおっしゃるように基本的には管理委託契約の中

できちっと契約を締結していくということで、今回重要事項説明や契約締結義務を締結す

るのは管理業者といわゆる大家さんである貸主の間の問題となります。これは既にマンシ

ョン管理の現場でも同様のことが行われています。井出委員がご指摘のように、マンショ

ン管理業者もＭ＆Ａで昨今倒産した管理会社を別の会社が買うといったことがありました

が、これらについては契約の条文に従って甲乙を変更するような手続をそれぞれとって、

実態上その管理が後の継続事業者のほうに引き継がれるような運用がなされております。

場合によってはその業者が変わるということで、管理委託契約を解除して別のマンション

管理業者に変えるというケースもあろうかと思いますけれども、そういった個別の契約の

中で対応をしているというのが実態でございますので、それらを踏まえながらこの管理の

委託契約等のルールについても構築していければと思っているところです。 

【平井部会長】  ありがとうございました。それでは時間になりましたので、今日のと

ころは議題の２につきましてはご発言を伺ったということで終わらせていただきます。 

 なお、次回は第１の議題についてはもう少し具体化してご説明いただくということと、

第２の議題についてはフリーディスカッションの結果をまとめていただくということにな

っています。そこでちょっとお願いですが、苦情相談窓口の一元化について、苦情相談窓

口のほうが重点なのか、それとも紛争処理制度のほうがここで提案したい中心なのか、紛

争処理制度をつくるという前提として一元化が必要ということなのか、その点の関係を事

務局内部でご議論いただければと思います。 

 それでは、今日はこれで終わることにいたしまして、事務局から次回以降の予定につき

ましてご発言があるようでございます。お願いします。 

【海堀不動産業課長】  それでは、お手元の資料４をお開きいただければと思います。

今回９月１５日２４回をご議論いただきまして、次回は２５回ということで今回提案させ

ていただいた賃貸不動産管理の話と、それから簡易・迅速な紛争解決手段についてのさら

に論点を提示させていただくとともに、その他宅建業法で従来から課題になっていて今回

やはりあわせて議論をしたほうがいいような論点を再整理しまして、次回にご提案させて

いただければと思っております。また、開催日時につきましては、委員の皆様の日程調整

を行わせていただいて、後日ご案内をさせていただきます。資料でございますが、郵送を

希望される方がいましたら、その旨お申しつけいただければ郵送させていただきます。事

務局からは以上でございます。 
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【平井部会長】  それでは、今日の不動産部会はこれで閉会といたします。どうもあり

がとうございました。 

 

── 了 ── 


